　　　大野市要介護高齢者住宅改造費助成事業実施要綱

（平成５年１０月５日訓令第１６号）

改正　平成１２年４月１日告示第３１号

平成２３年３月２２日告示第３９号

平成２４年３月３０日告示第７９号

平成２５年１月３１日告示第１２号

平成２７年４月１日告示第１３２号

　（趣旨）

第１条　この要綱は、介護を要する高齢者の在宅生活を容易にし、高齢者の健康の増進を図るため、当該高齢者が居住する住宅の改造に対し助成金を交付することについて、必要な事項を定めるものとする。

　（助成対象者）

第２条　事業の助成対象者は、次の各号のいずれかに該当する在宅で生活する者（以下「対象者」という。）とする。

　(1) 介護保険法（平成９年法律第１２３号。以下「法」という。）第２７条に規定する要介護認定（以下「要介護認定」という。）において介護３以上と判定された者
　(2) 要介護認定において要介護１又は要介護２と判定され、かつ、次のいずれかの要件を満たす者
ア　車いすを利用する者
イ　障害等級が１級又は２級に相当する上肢不自由者

ウ　障害高齢者の日常生活自立度がＡ、Ｂ又はＣに該当する者

エ　認知症高齢者の日常生活自立度がⅢ、Ⅳ又はＭに該当する者
　(3) 前２号に掲げるもののほか市長が必要と認めた者

２　前項第２号ウ及びエにおける日常生活自立度の決定に当たっては、医師の判定結果又は主治医の意見書（以下この条において「判定結果」という。）を用いるものとする。
３　判定結果は、判定した医師名、判定日と共に、居宅サービス計画又は各サービス計画に記載するものとする。ただし、複数の判定結果がある場合にあっては、最も新しい判定を用いるものとする。

４　医師の判定がない場合（主治医意見書を用いることについて同意が得られてい

　ない場合を含む。）にあっては、要介護認定等の実施について（平成２１年老発

　０９３０第５号厚生労働省老健局通知）に基づき、認定調査員が記入した同通知

　中２(４)認定調査員に規定する認定調査票認定調査（基本調査）７の障害高齢者

　の日常生活自立度（寝たきり度）及び認知症高齢者の日常生活自立度欄の記載を
　用いるものとする。
　（助成金の額）

第３条　助成金の額は、予算の範囲内において、住宅の改造に要した経費に次に規定する割合を乗じて得た額（その額に１００円未満の端数が生じたときはこれを切り捨てた額で、８００，０００円を限度）とする。ただし、第１号の適用については、法第４９条の２の規定に準ずることとし、また、当該住宅の改造について他の公的制度による助成があるときは、この要綱による助成額から他の公的制度により受ける助成額を控除して得た額とする。

　(1) 法第４９条の２に定める一定以上の所得を有する者第１号被保険者　１０分の８
　(2) 前号以外の要介護認定者　１０分の９

２　住宅改造費の助成は、同一対象者につき１回限りとする。ただし、その対象者の要介護状態の著しい変化等の理由により再度住宅の改造が必要であると認められる場合はこの限りでない。

３　同一対象者が転居したときは、第１項の規定により新たに算出した額とする。

　（助成対象となる改造内容）

第４条　助成金の交付の対象とする住宅の範囲は、対象者が居住する住宅（賃貸物件は除く。）とする。

２　助成金の交付の対象とする改造工事の範囲は、前項に規定する住宅について行った介護保険給付対象外の改造内容で、かつ、次の各号に掲げる工事のうち、高齢者の在宅生活の維持向上を図るため、介護支援専門員又は在宅介護支援センターの担当職員（以下「介護支援専門員等」という。）の意見をもとに決定した工事とする。

　(1) 廊下、トイレ、浴室、居室、玄関、ポーチ及び玄関から一般道路までの住宅周辺部分等の拡幅

　(2) 車いす使用等による適切な高さ又は身体状況に適した洗面台、流し台、ガス台及び調理台の取替え

　(3) レバー式蛇口等への取替え

　(4) 階段昇降機の設置

　(5) 段差解消機の設置

　(6) 移動改善のための扉の新設

　(7) 移動困難である場合の居室周辺へのトイレの移設

　(8) テーブル生活等のための床材の変更

　(9) 転倒時等のけが予防等を目的とした床又は壁材等の変更

(10)電気スイッチ等の高さ等の変更及び身体状況に適した電気スイッチ等への取替え
　(11)訪問介護員等の出入りのための勝手口の設置

　(12)寝室内への便器の設置及び設置に伴い必要となる給排水工事

(13)水洗式ポータブルトイレの設置に伴い必要となる給排水工事
(14)福祉用具（手すり、スロープ、移動用リフトのうち、法第８条第１２項の規定に基づく厚生労働大臣が定める福祉用具の貸与に係る福祉用具の種目に該当するものをいう。以下同じ。）設置のための壁、床、天井等の補強工事

(15)福祉用具設置のための設置場所の拡幅、段差の解消等

(16)前各号の住宅改造に付帯して必要となる住宅改造
(17)前各号に掲げるもののほか、市長が必要と認める住宅改造
３　新築又は増築の際に行った工事は原則として補助対象外とする。

　（助成金の交付申請）

第５条　住宅改造費の助成を受けようとする助成対象者（以下「申請者」という。
　）は、大野市要介護高齢者住宅改造費助成申請書（様式第１号。以下「申請書」
　という。）に次に掲げる書類等を添えて、市長に提出しなければならない。

　(1) 改造工事設計図書

　(2) 改造しようとする箇所の現況写真

　(3) 第２条第２号に該当する場合は、車いす利用を確認できる文書の写し

　(4) 前３号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類

　（助成の決定）

第６条　市長は、前条の申請書を受理したときは、介護支援専門員等から当該申請に係る住宅改造について意見を聴き、助成の可否及び助成金の額並びに住宅改造の内容を決定し、当該申請者に大野市要介護高齢者住宅改造費助成決定通知書（様式第２号）を交付するものとする。

　（介護支援専門員等の意見）

第７条　介護支援専門員等は、前条の規定により市長から意見を求められたときは、直ちに申請に係る対象者の身体の状況、住居の現況等を調査し、対象者の在宅生活を容易にするために最も妥当と認められる住宅改造に関する意見を大野市要介護高齢者住宅改造内容意見書（様式第３号。以下「意見書」という。）により、市長に具申するものとする。

２　前項の意見書は、高齢者住宅設計指針（平成３年福井県土木部建築住宅課策定）を参考に、当該住宅改造工事の請負業者の意見を聴取して作成するものとする。

　（実績報告）

第８条　申請者は、住宅の改造が完了したときは速やかに大野市要介護高齢者住宅改造費助成事業完了実績報告書（様式第４号。以下「実績報告書」という。）に次に掲げる書類等を添えて、市長に提出しなければならない。

　(1) 改造工事出来高設計図書

　(2) 改造工事に要した経費を証する書類（請求書、領収書等の写し）

　(3) 改造箇所の完成写真

　(4) 前３号に掲げるもののほか市長が必要と認める書類等

　（助成金の額の確定）

第９条　市長は、改造工事の内容等の変更により改造工事が増額となった場合においても第６条の規定により決定した助成金の額は変更しない。ただし、改造工事費が減額となった場合においては、減額となった改造工事費をもって第３条の規定により算出した額を助成金の額とする。

　（助成金の交付請求）

第１０条　申請者は、第３条に規定する助成金の交付を受けようとするときは、大野市要介護高齢者住宅改造費助成事業助成金請求書（様式第５号）を市長に提出しなければならない。

　（助成の決定の取消し等）

第１１条　市長は、申請者が次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、助成の決定の取消し又は助成金の全部若しくは一部の返還を命ずることができる。

　(1) この要綱に規定する交付条件等に違反したとき。

　(2) 前号に掲げるもののほか不正の事実があると認められるとき。

　（その他）

第１２条　この要綱に定めるもののほか助成金の交付に関し必要な事項は、市長が別に定める。

　　　附　則

　この要綱は、公布の日から施行する。

　　　附　則（平成１２年告示第３１号）

　この要綱は、平成１２年４月１日より施行する。
　　　附　則（平成２４年告示第７９号）

　この要綱は、平成２４年４月１日から施行する。
　　　附　則（平成２５年告示第１２号）
　この要綱は、平成２５年２月１日から施行する。

　　　附　則（平成２７年告示第　　号）
　この要綱は、平成２７年４月１日から施行する。ただし、第３条第１項の改正規定は、平成２７年８月１日から施行する。
様式第１号（第５条関係）

大野市要介護高齢者住宅改造費助成申請書

年　　月　　日

大　野　市　長　　殿

申請者　住　所　

氏　名　　　　　　　　　　印

対象者との続柄

　住宅改造費の助成を受けたいので、大野市要介護高齢者住宅改造費助成事業実施要綱第５条の規定により、助成金を交付されるよう下記のとおり申請します。

記

１　助成金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　円

２　対象者
	住　所
	

	氏　名
	
	生年月日
	Ｍ・Ｔ・Ｓ
	年　月　　日（　　）歳

	心身の状況
	


３　介護者

　　　氏　　名　　　　　　　　　　　　　　　対象者との続柄

４　世帯員

	氏　　　　　　名
	続　柄
	性　別
	年　齢
	備　　　　　　　　　考

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


５　住居の状況

　　　自　宅　　　借　家　　その他（　　　　　　　　　　　　　）

６　改造を必要とする理由

７　改造箇所

	　住宅の平面図（別紙可）
	　改造箇所の略図（別紙可）

	　改造内容

	　改造経費の資金計画

	
	改造に要する経費の内訳
	改造経費の資金内訳
	

	
	項　　目
	金　　額
	摘　　要
	項　　目
	金　　額
	摘　　要
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	自己資金
	
	
	

	
	計
	
	
	計
	
	
	

	
	　施工業者　　住　所　　　　　　　　　　　　　　　

業者名　　　　　　　　　　　　　　電話番号　　
	

	
	　予定工期

年　　月　　日着工　　　　　　　　年　　月　　日完成
	


８　添付書類

（1） 改造工事設計図書　　（２）改造箇所の現況写真　　（３）

（４）　　　　　　　　　　 （５）　　　　　　　　　　　（６）

（注）１．要介護高齢者の心身の状況は、日常の生活状況を具体的に記載すること。

　　　２．改造の内容は、どの部分を如何に改造するかを具体的に記載すること。

　　　３．この様式の欄中に記載しきれない場合は、別紙に記載し添付すること。

様式第２号（第６条関係）

大野市指令　第　号

申請者　住　所　　

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　氏　名　　

大野市要介護高齢者住宅改造費助成決定通知書

　　年　月　日付けで申請された要介護高齢者住宅改造費助成申請については、下記のとおり助成することに決定したので大野市要介護高齢者住宅改造費助成事業実施要綱第６条の規定により通知します。

年　月　日

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　大野市長

記

１　助成事業を要する経費及び助成金の額は、次のとおりとする。

（１）助成事業に要する経費
　　　　　　　　　円

　　　　　（うち助成金の額　　　　　　　　　　　　円）

（２）助成金の交付決定額　　　　　　　　　　　　　円

	交付申請額と交付決定額との差異の理由




２　改造工事を施工するに当たっての指示事項

様式第３号（第７条関係）

大野市要介護高齢者住宅改造内容意見書

年　　月　　日

申請者　住　所

氏　名

対象者との続柄

	対　象　者
	住　　所
	大野市

	
	氏　　名
	
	生年月日
	M･T･S　　年　　月　　日（　　）歳

	
	心身の状況
	要介護　３　・　４　・５

	
	
	要介護　１　・　２

ア．車いす利用者

イ．上肢不自由者（障害等級　１級・２級）

ウ．障害高齢者日常生活自立度（Ａ・Ｂ・Ｃ）
エ．認知症高齢者日常生活自立度（Ⅲ・Ⅳ・Ｍ）


意　見　書

	改造理由の

適　　　否
	

	改造内容の

適　　　否
	

	改造経費及

び助成金申

請額の適否
	

	施工業者
	


※添付書類　図面・意見書

　改造内容については、上記のとおり意見を具申します。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　担当　　　　　　　　　　　　　印

様式第４号（第８条関係）

年　　月　　日

大野市長　殿

申請者　住　所

氏　名　　　　　　　　　印

大野市要介護高齢者住宅改造費助成事業完了実績報告書

年　　月　　日付け大野市指令　第　　号で助成金の交付決定を受けた大野市要介護高齢者住宅改造費助成事業が完了したので、大野市要介護高齢者住宅改造費助成事業実施要綱第８条の規定により関係書類を添えて下記のとおり報告します。

記

１　助成事業の名称　　　大野市要介護高齢者住宅改造費助成事業

２　助成事業に要する経費

　(1) 交付決定時における助成事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　（うち助成金の額　　　　　　　　　　　　　円）

　(2) 改造工事費精算後の助成事業に要した経費　　　　　　　　　　　　　円

　　　　　　　　　　　　　　（うち助成金の額　　　　　　　　　　　　　円）

３　工　期　　　着工年月日　　　　　　年　　月　　日

　　　　　　　　完成年月日　　　　　　年　　月　　日

４　添付書類

　(1) 改造工事出来高設計図書

　(2) 改造工事に要した経費を証する書類（請求書、領収書の写し）

　(3) 改造箇所の完成写真

　(4)

　(5)


※注意事項


　２の（２）の事業精算後の助成事業に要した経費のうち助成金の額は、原則として精算後の助成事業に要した経費に１０分の８又は１０分の９を乗じて得た額（１００円未満の端数が生じたときはこれを切り捨てた額）とするが、その額が８００千円以上の場合は８００千円、８００千円未満の場合はそのままの額を記載すること。また、精算後の助成事業に要した経費には、交付決定の際認められた以外の工事費は一切含めないこと。








